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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

担当課

令和4年度

前年度決算額（円）

令和06年06月03日(月)

令和9年度

旅券法、埼玉県旅券事務取扱要綱、深谷市旅券事務取扱
要綱、深谷市キララ上柴行政サービスセンター事業実施
要綱

□ ■

0 0

市民課 担当係 キララ上柴行政サービスセンター 管理番号 16421旅券事務（キララ上柴行政サービスセンター）

みんなで創る協働のまち

行財政運営の推進

令和7年度

0

・旅券申請受領、交付事
務

0

17,139,845

17,139,845.00

2.04

0

0

0

令和5年度 令和6年度

17,139,845

17,139,845.00

大項目

小項目

6

平成２４年１０月、県から旅券事務に関する権限の移譲を受け、キララ上柴行政サービスセンター内に深谷市パス
ポートセンターを開設。一般旅券の発給申請等の審査・受理及び交付を行う。

県支出金 0 0 0 0財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

0

日本国籍を有し、かつ市民の方、学生や単身赴任などで県外に住民登録されていて市内に住んでいる方、及び海外か
らの一時帰国者

事務事業

4

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0 0 0 0

0

0 0

区分

事務事業評価表
１．基本事項

2.05 2.04

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

旅券を必要とする市民の方々が、身近な窓口で快適に旅券を取得できる。

対象
※誰・何を対象に

会計年度任用職員

区分 款

手段
※どのように

一般旅券の発給申請書等を審査・受理した後、県パスポートセンター本所へ送付し、旅券の作成依頼を行う。また、
県パスポートセンター本所で作成・送付された旅券を申請者へ交付する。

成果
※何を求めるか

一般旅券の発給申請等を誤りなく審査・受理し、旅券を交付する。

中項目 2 将来に向けた持続可能なまちづくり

0

単位：円

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

16,132,592 16,420,839

16,132,592.00 16,420,839.00

2.05

0事
業
費 地方債

年度別計画

0 0

0

決算額

国支出金

0

0

・旅券申請受領、交付事
務

・旅券申請受領、交付事
務

・旅券申請受領、交付事
務

0

0

作成日

細事業名

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

一般旅券の発給申請等の審査・受理

旅券の交付

一般旅券区分別申請・交付件数の集計

旅券の返納及び未交付失効の報告

執行体制

項 目



件

1,145.00

目標値を算出する性質のものでないため設定していない　/　一般旅券区分別申請・交付件数表

　

令和
7年度

令和
8年度

2,364.00

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

目標値を算出する性質のものでないため設定していない　/　一般旅券区分別申請・交付件数表

苦情がないことが適正なため目標値は０を設定している　/　業務安定システム事務処理対応表

0.00 0.00

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

0.00

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 キララ上柴行政サービスセンター　所長　真下　智己

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

　シフト制の職場で職員全員が揃うことがほとんどない無い体制におい
て、旅券申請等において、特殊案件が生じた場合には、その対応を記載し
た文書を作成し、Logoチャットや供覧などの方法で職員全員で共有し、
日々の業務の改善を図った。

A

A

　受理した申請書を県パスポートセンターに送付し、同センターによる審
査により指摘を受け申請者本人と連絡調整を行った場合においても、受付
時に事務フローについて十分に説明することにより苦情は発生しなかっ
た。また、交付誤りによる苦情も発生しなかったことからA評価とする。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 キララ上柴行政サービスセンター　所長　真下　智己

　令和５年度の申請件数は、2,364件で前年度と比較して1,219件増加し
た。また、交付件数は、2,344件で前年度と比較して1,278件増加した。新
型コロナウイルス感染症の一定の終息をみて、海外渡航が本格的に再開し
たものと考えられる。正確な事務執行が行えたことからA評価とする。

苦情がないことが適正なため目標値は０を設定している　/　業務安定システム事務処理対応表

実績値の算出式

1,066.00 2,344.00

0.00
件

　

実績値

目標値

実績値

目標値

成果指標２

実績値の算出式

実績値

目標値

0.00

活動指標２

成果指標１

単
位

件

３．評価指標

評価評価の観点区分

0.00

0.00 0.00
件

目標値

実績値

区分

一般旅券申請件数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

一般旅券交付件数

申請後の不備で本人からの苦
情件数

目標値

実績値

交付誤りによる苦情件数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移

目標値の算定根拠/実績値の出所



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

■ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

キララ上柴行政サービスセンター 管理番号

令和7年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

７．改善改革プラン・今後の課題

令和6年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

令和６年１月から開始した現有旅券の切替旅券の電子申請をを正確に行うとともに、令和７年３
月頃に予定されている戸籍電子証明書の活用（法務省とのシステム連携）等により、新規旅券の
電子申請において戸籍謄本添付省略となることが見込まれるため、外務省、県及び近隣市町の情
報を注視しながら新規旅券の電子申請の対応開始を検討する。

８．評価指標グラフ

　申請書等を正確に審査し、誤りのない旅券を交付できるように、定期的かつ継続的な研修を実
施する。
　旅券の電子申請の一部を令和５年度中から導入予定であるため、先行市の動向確認等を十分に
実施し、誤りのないように導入すること。

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

　申請書等を正確に審査し、誤りのない旅券交付ができた。また、旅券交
付については、月曜日から日曜日の毎日行い、市民の利便性が図られてい
ることから現状のまま継続することとする。

令和4年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

　研修会等を実施し、正確に審査し、申請書類を誤りなく受領し、県パスポートセンターへ送付
することができた。また、交付についても誤りなく交付できた。
　令和６年１月から現有旅券の切替旅券の電子申請を一部開始した。

評価者 市民課長　笠原　正

評価の内容説明

16421事務事業 旅券事務（キララ上柴行政サービスセンター） 担当課 市民課 担当係

区分 活動指標１ 指標名 一般旅券申請件数

区分 活動指標２ 指標名 一般旅券交付件数
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0

1000

2000

3000

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


